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中
国
５
県
の
日
本
共
産
党

は
１
６
日
、
総
選
挙
勝
利
に

向
け
、
各
地
で
一
斉
宣
伝
に

取
り
組
み
ま
し
た
。 

松
江
市
で
は
、
日
本
共
産

党
の
尾
村
利
成
県
議
、
橘
祥

朗
、
吉
儀
敬
子
、
田
中
は
じ

め
の
各
市
議
、
舟
木
け
ん
じ
、

た
ち
ば
な
ふ
み
両
市
議
予
定

候
補
が
商
店
街
前
で
宣
伝
し

ま
し
た
。
（
写
真
） 

尾
村
県
議
ら
は
、
菅
義
偉

首
相
が
日
本
学
術
会
議
が
推

薦
し
た
６
人
の
会
員
候
補
の

任
命
を
拒
否
し
た
問
題
に
つ

い
て
「
学
問
の
自
由
へ
の
介

入
で
あ
り
、
安
倍
政
治
を
継

承
す
る
強
権
政
治
そ
の
も
の

だ
」
と
批
判
。「
総
選
挙
で
日

本
共
産
党
を
伸
ば
し
て
国
民

が
主
人
公
の
野
党
連
合
政
権

を
実
現
し
自
民
党
政
治
を
転

換
し
よ
う
」
と
訴
え
ま
し
た
。 

日
本
共
産
党
の
志
位
和
夫

委
員
長
は
２
日
、
菅
義
偉
首

相
に
対
し
、「
新
型
コ
ロ
ナ
危

機
か
ら
、
命
と
く
ら
し
を
守

り
、
経
済
を
立
て
直
す
た
め

申
し
入
れ
書
（
写
真
）
の
全

文
は
、
日
本
共
産
党
中
央
委

員
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら

ご

覧

い

た

だ

け

ま

す

。

（h
ttp

://w
w

w
.jcp

.o
r.jp

/

） 

 

大
西
議
員―

夕
市
は
７
０

年
の
歴
史
が
あ
り
、
鮮
度
の

良
さ
で
評
価
が
高
く
、
漁
師

も
働
き
や
す
い
こ
と
で
後
継

者
も
生
ま
れ
、
人
口
減
少
時

代
に
あ
っ
て
地
域
を
支
え
る

希
少
な
産
業
形
態
だ
が
、
Ｊ

Ｆ
し
ま
ね
は
廃
止
を
決
め

た
。
夕
市
存
続
を
求
め
る
署

名
は
、
漁
業
者
以
外
の
市
民

や
企
業
、
県
外
か
ら
も
幅
広

く
集
ま
り
、
１
万
筆
に
達
し

た
。
市
内
の
関
係
者
は
漁
業

生
産
者
、
加
工
業
者
、
飲
食

店
業
者
な
ど
多
数
だ
。
漁
業

と
地
域
を
存
続
す
る
た
め
の

行
政
の
支
援
を
伺
う
。 

 

産
業
振
興
部
長―

可
能
で

あ
れ
ば
継
続
し
て
ほ
し
い
。

今
後
、
朝
市
移
行
に
伴
う
魚

価
の
変
動
な
ど
注
視
し
、
所

得
向
上
の
手
立
て
を
漁
業

者
、
関
係
団
体
と
協
議
し
た

い
。
Ｊ
Ｆ
し
ま
ね
が
冷
蔵
貯

蔵
施
設
な
ど
の
導
入
を
検
討

さ
れ
、
支
援
要
請
が
あ
れ
ば
、

島
根
県
と
と
も
に
し
か
る
べ

き
対
応
を
と
り
た
い
。
（
「
大

田
民
報
」
よ
り
） 

 

寺
戸
議
員―

２
０
１
９
年

に
津
和
野
町
で
も
防
災
ハ
ザ

 

多
田
議
員―

現
状
の
治
水

計
画
で
の
築
堤
や
宅
地
か
さ

上
げ
の
見
通
し
や
、
各
世
帯

へ
の
補
償
・
自
己
負
担
を
把

握
し
、
説
明
・
周
知
を
。 

建
設
政
策
課
長―

流
域
住

民
へ
の
説
明
会
を
実
施
し
、

国
土
交
通
省
に
も
住
民
の
声

を
直
接
聞
く
よ
う
求
め
て
い

る
。
早
期
開
催
へ
調
整
中
だ

が
、
国
交
省
と
江
津
市
の
共

催
と
す
る
た
め
、
時
期
は
確

定
し
て
い
な
い
。 

多
田
議
員―
説
明
会
だ
け

で
な
く
各
世
帯
へ
案
内
を
。 

建
設
政
策
課
長―
説
明
会

実
施
後
、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
、

個
別
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
う
。 

多
田
議
員―

国
が
集
団
移

転
制
度
を
活
用
す
る
方
針
を

示
し
て
い
る
が
、
活
用
に
は

条
件
が
あ
る
。
世
帯
ご
と
に

条
件
を
満
た
す
方
法
、
ど
う

し
て
も
条
件
を
満
た
せ
な
い

世
帯
に
つ
い
て
把
握
し
、
一

軒
も
取
り
残
さ
な
い
よ
う
国

に
対
し
て
制
度
改
善
を
。

（
「
多
田
伸
治
の
市
議
会
だ

よ
り
」
よ
り
） 

ー
ド
マ
ッ
プ
が
作
成
さ
れ
、

町
民
に
配
ら
れ
た
。
分
か
り

よ
い
も
の
だ
っ
た
。
特
に
「
洪

水
浸
水
想
定
区
域
図
は
ど
の

地
域
が
浸
水
し
や
す
く
、
ど

の
地
域
が
浸
水
し
に
く
い
か

人
目
で
わ
か
る
」
と
い
う
声

が
あ
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の

図
の
作
成
は
、
町
の
一
部
地

域
に
限
ら
れ
て
お
り
、
作
成

さ
れ
て
い
な
い
地
域
の
住
民

は
不
安
を
持
っ
て
い
る
。
現

在
、
こ
の
図
が
作
成
さ
れ
て

い
な
い
地
域
に
つ
い
て
も
、

作
成
を
働
き
か
け
る
べ
き
で

は
な
い
か
。 

 

町
長―

洪
水
浸
水
想
定
区

域
図
は
水
防
法
に
基
づ
き
、

指
定
さ
れ
た
河
川
で
示
さ
れ

て
い
る
。
町
内
の
高
津
川
に

は
、
洪
水
浸
水
想
定
区
域
図

が
存
在
し
な
い
。
国
や
県
に

対
し
て
働
き
か
け
を
し
て
い

く
。
（
「
寺
戸
ま
さ
子
の
議
会

報
告
」
よ
り
） 

の

緊

急

申
し

入

れ
」
を
行
い
ま
し

た
。 志

位
氏
が
西
村

康
稔
経
済
再
生
担

当
相
に
申
し
入
れ

書
を
手
渡
し
、
首

相
へ
の
要
請
内
容

を
伝
え
ま
し
た
。

 被保険

者数 
世帯数 

保険料滞

納世帯 

滞納

割合 

短期証

交付 

資格証

交付 

コロナ保険料

減免申請数 

松江市 34,618 23,430 1,537 6.6％ 573 154 218 

浜田市 10,062 7,045 314 4.5％ 91 27 53 

出雲市 30,960 19,681 1,159 5.9％ 332 57 61 

益田市 9,562 6,424 386 6.0％ 151 55 64 

大田市 7,198 4,755 310 6.5％ 57 8 19 

安来市 7,663 4,853 312 6.4％ 111 19 37 

江津市 4,614 3,220 227 7.0％ 66 26 40 

雲南市 7,354 4,823 250 5.2％ 5 20 16 

奥出雲町 2,589 1,691 61 3.6％ 4 7 0 

飯南町 975 643 55 8.6％ 8 4 1 

川本町 660 457 38 8.3％ 10 0 3 

美郷町 997 691 23 3.3％ 15 1 0 

邑南町 2,475 1,662 50 3.0％ 22 0 10 

津和野町 1,740 1,176 48 4.1％ 23 0 4 

吉賀町 1,354 926 101 10.9％ 31 1 10 

海士町 564 392 5 1.3％ 0 0 0 

西ノ島町 776 538 14 2.6％ 4 0 0 

知夫村 208 142 0 0.0％ 0 0 0 

隠岐の島町 3,395 2,342 100 4.3％ 33 0 2 

県 計 127,764 84,891 4,990 5.9％ 1,536 379 538 

※上記の表・右端の「コロナ保険料減免申請数」は、新型コロナ感染症の影響により収入が減少した被保 

険者等に係る国民健康保険料（税）の減免申請受付世帯数の実績（令和２年度納付分・8/15 現在） 

 日本共産党県議団（尾村利成、大国陽介の両県議）が県に対

して資料要求し、入手したデータ（資料）について紹介してい

きます。【不定期掲載】 

●新型コロナ危機は家計、雇用、中小企業に重大なダメージ 

 新型コロナ感染症によるくらしと経済への打撃は、日を追う

ごとに深刻さを増しています。４～６月期のＧＤＰは年率２８.

１％減という戦後最悪の落ち込みになり、その後も７月の家計

消費が前年同月比７.６％減という大幅な減少となるなど、失わ

れた需要と消費は戻っていません。 

「アベノミクス」のもとで労働者の実質賃金は低下を続け、

２度の消費税増税はくらしと経済に重大なダメージを与えまし

た。そこに新型コロナ危機が襲ったことで、家計、雇用、中小

企業は、深刻な危機に直面しています。 
 
●国民健康保険料（税）の減免・免除申請の活用を 

 新型コロナの影響により主たる生計者の事業収入、給与収入

等の「３割以上の減少」が認められる時、国保料（税）を減免・

免除する制度があります（申請期限 令和３年３月３１日迄）。 

 しかしながら、制度の案内が十分にゆき届いておらず、減免

申請数は、ごくわずかの状況です。（右表参照） 

 党県議団は９月県議会の質問戦で、制度の強力な周知徹底を

要求。小村浩二健康福祉部長は「中小企業特別相談窓口での国
保減免制度の周知について商工会議所等に依頼した。引き続 

き市町村と連携の上、周知に努めていく」と答えました。 


